
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2023年 度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果
環境政策研究所は環境政策の方向性やアイデア、政策評価のノウハウを蓄積し、環境自治体会議の会員自

治体とともに環境自治体づくりの先導的役割を果たすことを目的として、各種の調査研究活動や専門的情報の

提供、専門家の派遣等を行っている。5月 末現在のスタッフは所長、理事長と、非常勤スタッフ若干名で構成

されている。

2023年度、当研究所では委託事業 (7)・ 自主事業等 (4)の計 11事業に取り組んだ。委託事業の内訳は

自治体からの受注が6であつた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千円)

①自治体環境

政策に関する

調査及び研究

(持続可能な

地域づくり政

策支援事業)

【遊佐町エネルギー基本

計画改定支援】

前年度の基礎調査に基づ

く計画策定。エネルギー消

費構造 O GHG排出特性の分

析、日標設定、施策ごとの

削減量設定、施策の提案を

含む。

7月 ～ 3

月
事務所他 3人

遊佐町、

町民
1.3万人

3,714千

円

【福生市環境基本計画改

定支援】

前年度の市民会議の提言

等に基づく計画策定。日標

設定、各種施策のリス ト

化、市民事業者アクション

リストの整理、進行管理手

法の提案を含む。

8月 ～ 5

月
事務所他 3人

福生市、

市民
5。 8万人

1,460千

円

②自治体環境

政策に関する

情報収集及び

提供

【SDGs推進に関するヒア

リング調査支援】

SDGs未来都市を対象とし

たヒアリング調査の支援

を行ったもの。9自 治体を

6月 ～ 3

月
事務所他 1人 全国 489千円



対象にヒアリング記録の

テキス ト化を実施。

③ 自治体環境

政策に関する

相談、助言 (環

境・SDGsマネ

ジメン トシス

テ ム 支 援 事

業)

【東海村環境基本計画推

進支援業務】

環境基本計画に基づく進

行管理、改定エコオフィス

プランの周知支援をした

もの。

6月 ～ 3

月
事務所他 1名

東海村、

村民
3.7万人 534千円

【遊佐町環境マネジメン

トシステム運営支援事業】

LAS―Eに基|づくEMSの遅:用

支援をしたもの (目 標設

定、研修、監査の支援等)。

6月 ～ 3

月
事務所他 1名

遊佐町、

町民
1。 3万人 682千円

【福生市環境マネジメン

トシステム運営支援事業】

自治体独自 EMSの運用支

援をしたもの (目標設定、

研修、監査の支援等)。

6月 ～ 3

月
事務所他 1名

福生市、

市民
5。 8万人 616千円

【伊丹市環境マネジメン

トシステム運営支援事業】

自治体独自 EMSの運用支

援をしたもの (研修、監査

の支援等)。

7月 ～ 3

月
事務所他 1名

伊丹市、

市民

19.6  1万

人
467千円

SDGsに関する知識と活動

経験を有する若者を認定

する制度の認定手続き等

を実施 したもの。2023年

度は 121名 を認定。

7月 ～ 3

月
事務所他 3名 全国 121人 自主事業

④自治体環境

政策に関する

研究成果の公

表や刊行物の

発行 (SDGs自

治体白書制作

事業)

SDGs自 治体白書の企画、

編集、出版

1月 ～ 6

月
事務所他 2名 全国 自主事業

⑤その他この

法人の目的を

持続可能な地域創造ネッ

トワークの事務局業務
通年 事務所他 3名 全国 575千円



達成するため

に必要な事業

【インカレSDGsプ ロジェ

クト】

異世代・多地域、学校連携

型で個別最適・協働的な学

びを同時に実現するため、

中高生の課題研究支援、合

同実習 0合同授業の提供、

キャリア支援を行うもの。

4月 ～ 事務所他 7名 全国 自主事業

(2)その他の事業   なし



書式第 13号 (法第 28条関係 )

2023年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人環 境 自

1 受取会費
正会員受取会費

賛助会員受取会費

22.

18,000.

4,0001

43,000

43.

受取寄附金

施設等受入評価益

受取補助金

自治体環境政策に関する調査及び研究

自治体環境政策に関する情報収集及び提供

自治体環境政策に関する相談、助言

自治体環境政策に関する研究成果の公表や刊行物の発行

5, 175,390

489,457

2,300,012

104,170

031るために必要な事業

5 その他の収益
受取利息 541

8,873,114

867.8161

40,0001

7,9551

1.5121

670.1911

74,7011

305,2171

ol

OI

384,0001

01

2

法定福利費

3,784,000
311,952
651,301

荷造運賃
会議費
旅費交通費
通信費
事務用品費
議会費
支払手数料
地代家賃
租税公課

外注費
講師等謝礼

給料手
雑給

(1)人件費
給料手当
雑給
法定福利費

946,000
0

162,825

1,108.825
|

こ万
~そ
の他経費

外注費
講師等謝礼
荷造運賃
会議費
旅費交通費
通信費
'卜務用品費
議会費
支払手数料
地代家賃
租税公課

|

125,28:|

20.3281

31,3301

17.9331

75,7221

23,000‐

7.4801

96,0001

11,400'

408,480

1_517

3.615,

【A滅 摘

過年度損益修正益

)】

災害損失

: 期 怪 増  減  額 C D
T 峡 財 伯 ) 257 :64

3.604.869
; 底  財 産 3 862 033

堂  響  日 |

4, ′4′ ,Zbi



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2023年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

自治体会議環境政策研究所特定非営利

単位 :円

8,305,194

2

形

3

現金預金

未収金

棚卸資産

【A】 資 産 合 計 ①十② 8,305,194

3,000,000長期借入金

未払

2

費用

預り金
前受補助金

3960632
257164

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 8,305,194

|
593,6681

193,7301

300,0001



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2023年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人環境自治体会議環境政策 所

現金預金
手元現金
三井住友銀行普通預金
三菱東京UFJ銀行普通預金

305

139,989
7,776,243
388,962

3

2

【A】 資 産 合 計 ①+② 8,305,194

|-1 負 債 の 部

負債

未払費用
HPコ ンテンツ整理
制作積立

旅費立替 (イ ンカレPJ:東北復興ツアー催行)
グリーン購入ネットワーク年会費
5月 分社会保険料
雑給

593,668

193,730

300,000

1   1,087,398

100,000
211,600
177,728
15,000
58,140
31,200

57,100
56,772
79,858

預 り金
源泉徴収税
5月 分社会保険料
ボランティア保険料 (イ ンカレPJ参加者 )

前受補助金
福武教育財団 (イ ンカレPJ7月 以降 )

コk 1.087,398債合計 。③

定負債

3,000,000
3,000,000

1   3,000,000

長期借入金

l僣合計 ・ の 3.000.000

【[

Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｌ
定固

2

【B-1】 負 債 合 計 ③十④ 4,087,398

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B一 ¬】 4,217,796



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2023年 度年間役員名簿 J世驚糖虐辮踊甜騒!ξ鮒騎請潔顧f騒甜1理想所並

盤童!堅園匿!塑型」堕_動艶盤通墨!理壁劃堕正_

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 睡憂]・ 監事
オザワハルナ 2023年 6月 1日

2024年5月 31日

年  月  日

年  月  日小澤はる奈

2 睡憂]・ 監事
ナカグチタカヒロ 2023年 6月 1日

2024年5月 31日

年  月  日

年  月  日中国毅博

3 。監事

タナカミツル 2023年6月 1日

2024年5月 31日

年  月  日

年  月  日田中充

4 理事。匡ヨ
ニシダユタカ 2023年6月 1日

2024年 5月 31日

年  月  日

年  月  日西田穣

5 理事 。監事

年 月 日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

6 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

7 理事 。監事

年  月 日

日年  月

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事
年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事 。監事
年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年



設立・事業報告用

書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿
2024年 5月 31日現在

特定非営利活動法人環境自治体会議環境政策研究所

氏   名

1 中国 毅博

2 小澤 はる奈

3 水口 剛

4 角田 季美枝

5 平田 仁子

6 大場 龍夫

7 西田 穣

8 浅賀 明子  

9 田中 充

10 山本 忠

11 福井 榮子

12 福田 丈雄

13 桜井 清治

14 増原 直樹




